
  

各論
第3編  所得保障の充実
第1章  年金制度
第1節  年金制度の現状と動向
1  概要

我が国の年金制度は,一般被用者を対象とする厚生年金保険制度と一般地域住民を対象とする国民年金制
度を二大主柱とし,これに特定の職域を対象とする船員保険制度及び各種共済組合制度(国家公務員共済組
合,地方公務員等共済組合,公共企業体職員等共済組合,私立学校教職員共済組合及び農林漁業団体職員共済
組合)が加わり,国民皆年金体制がつくられている。各制度の適用者数及び受給権者数は,それぞれ第3-1-1
表及び第3-1-2表にみるとおりである。

第3-1-1表 各種公的年金制度の適用人員(49年3月末現在)

第3-1-2表 各種公的年金制度の受給権者数(49年3月末現在)
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我が国年金制度は,36年の国民皆年金の実現以来,厚生年金,国民年金ともに3回の大きな制度改善が行われ
てきた。特に,48年における改正は,人口の老齢化,核家族化の進行や扶養意識の変化等による年金制度に寄
せる国民各層の期待の高まりに対応して財政再計算期を1年あるいは2年繰り上げて行われてきたもので,
年金額の水準の大幅な引上げ,物価スライド制の導入を二本の柱とする画期的なものであった。

49年においては,福祉年金の額の50%引上げを中心とし,その外48年度における物価の著しい上昇に対処す
るため,49年に行われる第1回目の年金額のスライドの実施時期を,厚生年金については8月に,国民年金に
ついては9月に,ぞれそれ繰り上げる等の特例措置が取られた。
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第1章  年金制度
第1節  年金制度の現状と動向
2  48年度の厚生年金保険法等の改正

厚生年金及び国民年金について48年度に大幅な改正を行ったが,その主な内容は次のようなものである。

(1)  厚生年金の改正内容

ア  年金額の水準の引上げ

改正後新たに老齢年金を受ける場合の標準的な年金額をおおむね月額5万円に引き上げた。

これは,最近の被保険者の平均標準報酬の6割に相当する額であり,ボーナスを含めた報酬額に対する比率
では約45%となり,ILOの128号条約に定める基準に達する給付水準となっている。

厚生年金の年金額は,報酬に関係なく加入期間の長さに応じて支給される定額部分と加入期間中の報酬に
応じて支給される報酬比例部分とからなる基本年金額及び妻や子がある場合に支給される加給年金額か
らなっているが,それぞれについて次のように大幅に年金額を引き上げた。

定額部分については,改正前は460円×被保険者期間の月数で計算したものを,改正後は1,000円×被保険者
期間の月数に改めた。

報酬比例部分については,平均標準報酬の算定に当たって,戦後のインフレ,賃金上昇等のため被保険者の過
去の標準報酬をそのまま使用すると年金額が低額に抑えられるため,32年10月前の期間の標準報酬は算定
の基礎としないこととしていたが,更に48年改正で,過去の標準報酬を全被保険者の平均標準報酬の上昇を
もとに再評価することとした。

加給年金額についても大幅な引上げを行い,以上のような年金額の引上げの結果,標準的加入期間(27年)及
び標準的な報酬を受けていた人々が改正後新たに受ける年金の額が妻の加給年金も含めて月額5万円程度
となった。 

イ  スライド制の導入

従来,年金額は,少なくとも5年ごとに行われる財政再計算期ごとに引き上げられてきたが,その間消費者物
価の上昇等の経済変動により,年金の実質価値の低下をきたすという問題があり,年金給付額の実質的価値
の維持が望まれていた。

48年改正で,自動的な物価スライド制が導入され,消費者物価指数が1年度又は継続する2年度以上の間に
5%を超えて変動した場合は,その変動した比率を基準に年金額が11月から改定される二ととなり,これに
より,財政再計算期に行われる年金額の改定と合わせて,賃金の上昇,生活水準の向上等に見合った年金額の
水準が維持されることとなった。 
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ウ  標準報酬等級及び保険料率の改定

従来の標準報酬の上・下限(1万円～13万4,000円)は,最近の賃金水準の実勢に合わなくなったところがら
これを改定し,2万～20万円とし,等級区分も33等級から35等級に改めることとした。また,保険料率につい
ては,一般男子の場合1,000分の64から1,000分の76に,女子の場合1,000分の48から1,000分の58にするな
ど所要の改定を行った。

なお,船員保険についても,厚生年金の改正に準じて,年金額の水準の引上げ,スライド制の導入等の改正が
行われた。

(2)  国民年金の改正内容

ア  年金額の水準の引上げ

国民年金の老齢年金の額についても,厚生年金と見合って大幅な改善を行った。

保険料納付済期間1月につき320円を800円に引き上げ,これと付加保険料を納付した場合の給付額の引上
げを合わせて,25年加入の場合で夫婦5万円の年金額とした。

ただ,国民年金の制度発足が36年であるため25年の資格期間を満たした受給者はまだ発生するにいたって
いないが,経過的にこの25年という資格期間を短縮する措置がとられており,48年改正においては,この経
過的に資格期間が短縮されている者について特に優遇措置をとった。これにより,いわゆる10年年金は,月
額1万2,500円(夫婦2万5,000円)に,5年年金は月額8,000円(夫婦1万6,000円)になった。

更に,障害年金,母子年金,準母子年金及び遺児年金についても大幅な増額を図った。

イ  スライド制の導入

国民年金についても厚生年金と同様物価スライド制を導入し,消費者物価指数が5%を超えて変動した場合
には,翌年の1月以降の年金給付の額を改定することになった。 

ウ  保険料と国庫負担

将来にわたる年金財政の均衡を図るため,保険料を月額550円から900円に引き上げた。

また,国庫負担については,十年年金等の経過的年金について,年金額の加算が行われている部分の国庫負担
率が,3分の1から2分の1に引き上げられた。 

エ  福祉年金の額の引上げ等

老齢福祉年金については月額3,300円から5,000円に1,700円の大幅な引上げを行った。

障害福祉年金については,月額5,000円から7,500円に引き上げ,合わせてこれまで1級障害者にだけ支給さ
れてきた障害福祉年金を2級障害者にも支給することとした。

母子福祉年金及び準母子福祉年金については,月額4,300円から6,500円に引き上げ,加算の額についても,拠
出年金と同様,加算の対象となる子のうち1人(2人目の子)については月額400円から800円に引き上げた。

また,国民年金発足当時55歳を超えていたため拠出制の年金に加入できなかった者(明治39年4月1日以前
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に生まれた者)であって,まだ70歳に達していないため老齢福祉年金を受給していない年齢層の老人に対し
て,月額4,000円の老齢特別給付金制度が新たに創設された。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和49年版）



  

各論
第3編  所得保障の充実
第1章  年金制度
第1節  年金制度の現状と動向
3  49年度の国民年金法等の改正

(1)  福祉年金等の改善

ア  福祉年金の額の引上げ

福祉年金の額について,49年9月分から50%の大幅な引上げを行った。

老齢福祉年金の額は,月額5,000円から月額7,500円に,障害福祉年金の額は,1級障害について月額7,500円か
ら月額1万1,300円に,2級障害について月額5,000円から月額7,500円に,母子福祉年金及び準母子福祉年金
の額は月額6,500円から月額9,800円に,それぞれ引き上げることとした。 

イ  老齢特別給付金の額の引上げ

48年の厚生年金保険法等の一部を改正する法律により設けられた老齢特別給付金の額について,49年9月
分から,月額4,000円を月額5,500円に引き上げることとした。 

ウ  母子・準母子福祉年金の支給要件等の緩和

母子福祉年金及び準母子福祉年金については,原則として義務教育終了前の子,孫又は弟妹が支給の要件と
なり,又は加算の対象となるが,国民年金法別表に定める1級に該当する程度の廃疾の状態にあれば,その子,
孫又は弟妹が20歳に達するまでの間,それぞれ支給の要件に該当し,又は加算の対象としていたが,障害福祉
年金の障害の範囲が2級にまで拡大されたことと見合って,20歳に達するまで支給の要件に該当し,又は加
算の対象となる子,孫又は弟妹の障害の程度を1級から2級にまで拡げることとした。 

エ  福祉年金等の支払の特例

福祉年金及び老齢特別給付金は,毎年1月,5月及び9月の3期に,それぞれの前月までの分を支払うものとさ
れているが,49年度における特例措置として,49年9月の支払期においては当月分まで,即ち,49年5月,6月,7
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月,8月及び9月分の5か月分を支払うこととした。 

(2)  国民年金の保険料の改定

48年改正により国民年金の給付水準を大幅に引き上げる改善が行われた。その際,保険料については,急激
な負担増を避けるため,月額550円から月額900円に改定するにとどめ,将来にわたる財政の均衡を図るた
め,50年1月以後において段階的に引き上げることとしていたが,今回の改正で,保険料の額は,50年1月分か
ら月額1,100円とすることとした。 

(3)  スライドの実施時期の繰上げ

厚生年金保険,船員保険及び国民年金について,48年の改正により,いわゆる年金額の物価スライド制が導入
され,全国消費者物価指数が1年度又は継続する2年度以上の間に9%を超えて変動した場合には,変動した
比率を基準として,厚生年金保険及び船員保険については,11月から,国民年金については,翌年1月から年金
給付の額を改定することとされたが,今回の改正により,49年度における特例措置として,年金額の改定時期
を厚生年金保険及び船員保険にあっては3か月繰り上げて49年8月とし,国民年金にあっては4か月繰り上
げて49年9月とすることとした。

なお,48年度の全国消費者物価指数の上昇率は16.1%であるので,これにより年金額の改定を行うものであ
る。

(4)  年金担保貸付の実施

年金福祉事業団の業務の範囲に,厚生年金,船員保険及び国民年金の受給権者に対し,年金たる給付の受給権
を担保として,小口の資金の貸付けを行うことを加えることとした。なお,業務の開始は,別に政令で定めら
れることとなっている。
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4  農業者年金基金法の改正

48年に厚生年金保険及び国民年金等の改正が行われ,年金額の引上げ,スライド制の導入等の改善がなされ
たが,これらの改正をふまえ,49年に農業者年金の改正を行い,50年1月1日から実施することとした。

その改正の主な内容は,次のとおりである。

(1)  年金額の引上げ

年金額の水準については,農業所得の推移及び厚生年金等における給付水準の改善状況を総合的に勘案し
て,現行の2.2倍と大幅に引き上げることとした。 

ア  経営移譲年金

保険料納付済期間1月につき800円(65歳以後は80円)を1,760円(65歳以後176円)に引き上げた。これによ
り,25年加入の者の経営移譲年金の額は,月額2万円から4万4,000円となる。 

イ  農業者老齢年金

保険料納付済期間1月につき200円を440円に引き上げた。

(2)  年金額の自動的改定措置の導入

年金額の実質価値の維持を図るため,厚生年金や国民年金と同様の年金額の自動スライド制が新たに導入
された。

具体的には,全国消費者物価指数が1年度又は継続する2年度以上の期間に5%を超えて変動した場合は,そ
の比率を基準として,翌年度の1月から年金額が改定されることとなった。 

(3)  出稼者等に対する措置

出稼等により短期間被用者年金に加入した者については,農業者年金の受給権に結びつかない場合が生じ
るので,これらの期間を保険料納付済期間に合算することにより,年金受給権に結びつける等の措置を講じ
た。 

(4)  保険料の改定
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50年1月以後の保険料を750円から1,650円に引き上げることとした。年金額の引上げに伴い保険料につい
ても相当の引上げが必要とされるが,農家の負担能力等を勘案して50年は2.2倍の1,650円にとどめ,51年1
月以後については,法律により改定することとしている。 

(5)  国庫助成の強化

期間短縮者に係る経営移譲年金の加算部分の給付に要する費用について,新たにその4分の1を国庫負担す
ることとし,これにより従来の国庫負担と合せて2分の1を国庫負担することとした。

また,拠出時の国庫補助については,従来,保険料750円に対し321円の定額であったが,当分の間納付保険料
の額の7分の3に相当する割合の額を補助することに改めた。 

(6)  その他

脱退一時金及び死亡一時金の額を現行の2.2倍に引き上げるほか,未納保険料の特例納付,保険料の前納割引
制の導入等の措置を講じた。
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1  拠出制国民年金

(1)  適用状況

国民年金は,他の公的年金制度が被保険者を職場単位には握しているのと異なり,被保険者を住所地におい
て個々には握しなければならず,しかも,その対象者が過去において年金制度になじみの薄い階層であるこ
とから,制度に加入させるに当たっては,他の公的年金制度にみられない種々の困難な問題があるが,年金受
給権者数の増加及び年金額の大幅引上げを中心として制度が充実されたこともあって,住民の関心も高ま
り,適用が促進されてきた。

特に任意加入者が47年度に比し約78万人も増加したが,その増加内訳は,48年度の法改正によって再開され
た5年年金加入者が39万人,サラリーマンの妻等の任意加入者が39万人であり,中高年齢者及び被用者の妻
の関心の深さを物語っている。

なお,49年3月末における被保険者総数は2,514万人である(第3-1-1図参照)。

第3-1-1図 国民年金被保険者数及び保険料免除者数の推移
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(2)  保険料

国民年金の保険料収入は,48年度においては1,819億円である(第3-1-3表参照)。

現年度の保険料の徴収状況を示す指標として検認率がある。検認率とは,被保険者が保険料を納付すべき
月数に対する保険料を納付した月数の比率であって,その年度の保険料の徴収の状況を見るために使われ
る。この検認率について見ると年々着実に向上しており,48年度末における全国平均の検認率は,95.7%に
達している。

第3-1-3表 国民年金保険料収納状況

なお,保険料の未納者に対しては,年金権の確保のために戸別訪問による督励を行い,納付書や納付勧奨状を
発行するなど,48年度の法改正により設けられた時効に係る保険料の特例納付の措置の推進を含めて,徴収
体制を更に充実していく必要がある。 

(3)  保険料の免除

保険料の免除には,法定免除と申請免除との二つがある。法定免除とは法定の条件に該当するときは当然
に保険料が免除されるものであり,その該当理由は,障害年金,母子福祉年金又は準母子福祉年金の受給権者
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であるとき,生活保護法による生活扶助を受けているとき等である。申請免除とは,保険料を納付すること
が困難であるとする者の申請に基づき,都道府県知事がその可否を決定するものである。

48年度末において保険料を免除された被保険者数は,法定免除66万人,申請免除93万人,合計159万人であっ
て,その免除率は6.3%である(第3-1-1図参照)。

この免除について年度別にその状況をみると,逐次その数が減少している。

これは,制度の趣旨が周知されるに従い,また,現実に老齢年金の支給が開始されたこともあって,将来より
有利な年金を受けるために納付意欲が上向いた一つの表れであるといえよう。 

(4)  附加年金

附加年金は,より高い年金を受けたい人のために設けられた制度で,加入者は附加保険料を納付する必要が
ある。その加入は本人の任意となっているが,農業者年金基金の加入者については当然加入となってい
る。

48年度末における附加年金加入者数は,任意加入者が126万人,当然加入者が99万人,合計225万人である。

(5)  給付

拠出制の年金給付には,老齢年金,通算老齢年金,障害年金,母子年金,準母子年金,遺児年金及び寡婦年金があ
り,その受給状況をみると,第3-1-4表のとおりである。

第3-1-4表 国民年金受給椎者数及び給付額の推移

46年度から支給が開始されている老齢年金は,いわゆる10年年金と呼ばれる老齢年金であるが,更に50年2
月からはいわゆる5年年金と呼ばれる老齢年金の支給が開始され,今後受給権者が累増していくことに伴
い,国民年金に対する期待は,より急速に高まっていくものと予想される。 

(6)  財政

国民年金は,将来の給付に備え,収納保険料を積み立て,国もその保険料の拠出時において,附加保険料以外
の保険料額の2分の1に相当する額を積み立ている。このほか,国は,附加年金の給付費の4分の1に相当する
額及び保険料免除期間に係る給付費の全額をその給付時に負担することとしている。この国の負担割合
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は,他の年金制度に比較し,事業主負担分がないこともあって高くなっている。

積立金の総額は,48年度末において1兆4,470億円に達している。なお,この一部は,還元融資として,国民生
活にかかわりの深い住宅,水道,福祉施設等の建設のために充てられている。

このほか,国民年金の事務の執行に要する経費は,全額国庫で負担している。
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2  福祉年金

(1)  受給者及び年金額

福祉年金には,老齢福祉年金,障害福祉年金,母子福祉年金及び準母子福祉年金の4種類があり,このほか老齢
特別給付金が48年度から新たに設けられた。これらの給付は全額国庫負担で行われている。

福祉年金(老齢特別給付金を含む。以下同じ。)の月額は第3-1-5表のとおりほぼ毎年引き上げられてい
る。

第3-1-5表 福祉年金額の引上げ経過
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福祉年金の受給者の総数は,48年度末現在504万5,000人に達しているが,その推移をみると,母子,準母子福
祉年金を除き逐年増加の傾向にある。これは,36年以来毎年のように改正されてきた支給範囲の拡大,支給
制限の緩和等の福祉年金制度の改善によるところが少なくない。

老齢福祉年金の受給者は,48年9月末現在370万人であるが,これは,総理府統計局において推計した70歳以
上の人口500万人の約73.9%に相当している(第3-1-2図参照)。

第3-1-2図 70歳以上人口と老齢福祉年金受給者数の推移

障害福祉年金は,当初視聴覚障害及び肢体不自由といういわゆる外部障害のみを支給対象としていたが,そ
の後,支給要件の緩和や支給対象の拡大が行われ,結核や精神障害,心機能障害,肝臓疾患等いわゆる内部障
害をその支給対象に加え,更に事後重症制度(障害の程度が最初は軽くとも,それが後に悪化したときは,障
害福祉年金を支給する制度)も取り入れられたので,受給者数ばかなり顕著な伸びを示している。 

(2)  支給停止

福祉年金は,全額国庫の負担によって支給するところがら,限られた範囲内で効果的に所得保障を図ろうと
する趣旨で,いくつかの支給制限の措置がとられている。

これを大別すれば,1)一定額以上の所得を有することによるものと2)他の公的年金給付を受けることによ
るものとに二分することができる。

48年度末現在の受給権者数は554万人を数えるが,支給停止条件に該当し,福祉年金の支給を停止されてい
る者は50万人(9.0%)である。この比率は47年度末現在の10.2%より減少している。 

ア   所得による支給停止
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受給権者本人,その配偶者又は受給権者の生計を維持する扶養義務者の前年における所得が一定の額以上
である場合,その年の5月から翌年の4月まで福祉年金の全額を支給停止することとされている。

所得による支給停止の基準額は,毎年,所得税法及び地方税法の改正に伴って引き上げられるほか,国民一般
の所得の伸びを考慮して引上げを図ってきている。

所得による支給停止の該当者は,48年度末現在で扶養義務者の所得によるものが5万3,000人,本人の所得に
よるものが18万人,配偶者の所得によるものが1万1,000人,合計24万4,000人となっている。なお,所得によ
る支給停止をうけている者は全受給権者の4.4%であり,47年度末現在の6.1%に比して減少しているが,こ
れは,制限の基準額が大幅に引き上げられたことによるものである。 

イ  公的年金による支給停止

公的年金受給による支給停止は,厚生年金保険,恩給等の他の公的年金制度から年金による保障を受けてい
る者に対して福祉年金の支給を停止することをいうものである。

公的年金受給による支給停止の基準は,厚生年金や普通恩給等一般の公的年金を受給している場合と,増加
恩給や公務扶助料等戦争公務に基づく公的年金を受給している場合とでは異なっている。即ち一般の公
的年金を受給している場合は,その公的年金の額が10万円(49年9月分から16万円)を下回わるときに限
り,10万円(49年9月分から16万円)と当該公的年金との差額が支給される。なお,福祉年金の額が10万円を
超えるときは,福祉年金の額から当該公的年金の額を差し引いた額が支給される。また,戦争公務に基づく
公的年金を受けている場合には,その負傷し,又は死亡した当時の階級が大尉以下の旧軍人及びこれに相当
する者又はこれらの者の遺族であるときは,福祉年金の全額が支給される。 

(3)  給付費

福祉年金は,毎年,1月,5月及び9月を支払期月として,その前月までの分を受給者の住所地の郵便局で支払う
こととしている。

この支払いに要する財源は全額国庫負担で,毎年一般会計から国民年金特別会計に繰り入れられている。

制度が発足した34年から47年度末までに約7,396億円支払われているが,最近5年間をみると 第3-1-6表の
とおりである。

第3-1-6表 福祉年金支払額の推移
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3  厚生年金保険

(1)  適用状況

厚生年金保険の適用事業所数は,毎年度4%程度増加しており,48年度末では約81万となっている。

また,被保険者数は,適用事業所の伸びを若干下回っているが,毎年度2～3%程度増加しており,48年度末で
は約2,375万人となっている。

なお,1事業所当たりの被保険者数は,毎年度わずかではあるが減少傾向にあり,48年度末では,29.1人となっ
ている( 第3-1-7表参照)。

第3-1-7表 厚生年金保険適用状況の推移

(2)  標準報酬及び保険料

厚生年金保険においては,保険給付額及び保険料額を計算する場合,被保険者が受けている報酬を基礎とす
るが,実際に受ける報酬を段階的にそれぞれ定額で定められた標準報酬にあてはめて,それにより計算する
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こととなっている。

平均標準報酬月額は,近年の賃金の上昇を反映して毎年度10%以上増加しているが,特に48年度は賃金の上
昇に加えて標準報酬の上・下限が引き上げられたことに伴い,前年度に比べて24%と大幅に上昇し,第1種
被保険者10万5,747円,第2種被保険者5万5,439円,第3種被保険者11万1,694円となり,その平均額は8万
9,439円となっている(第3-1-8表参照)。

第3-1-8表 厚生年金保険標準報酬月額の推移

保険料の額は,標準報酬月額に保険料率を乗じて計算されるが,この保険料率は,保険給付の予想額,積立金
の運用利子,国庫負担の予定額等に照らして,少なくとも5年ごとに再計算されることになっている。 

(3)  保険給付

厚生年金保険の保険給付には,年金給付として老齢年金,通算老齢年金,特例老齢年金,障害年金及び遺族年
金があり,一時金給付として障害手当金及び脱退手当金がある。

年金の受給権者数は,毎年度10%以上の増加を続けており,48年度末では約178万人となっている。48年度
末における年金受給権者1人当たりの平均年金額は,48年11月からの年金額の引上げによって,前年度に比
べて2倍以上になっている(第3-1-9表及び第3-1-10表)。

第3-1-9表 厚生年金保険年金受給椛者数及び給付額の推移
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第3-1-10表 厚生年金保険年金受給権者1人当たり平均年金額(月領)の推移

ア  老齢年金

48年度末における老齢年金の受給権者数は約78万人で,前年度に比べて12%増加している。

イ  通算老齢年金

48年度末における通算老齢年金の受給権者数は約26万人で,通算年金制度が創設された36年以来,毎年度著
しい増加を続けている。特に45年度及び46年度には,高齢者に対する資格期間短縮措置による受給権者が
発生したこともあって,大幅な伸びを示している。 

ウ  特例老齢年金

特例老齢年金は,旧陸軍共済組合等の組合員であった者について,その旧共済組合員期間を含めて受給資格
期間をみることによって支給される年金であるが,48年度末の受給権者数は314人で前年度に比べて若干
減少している。 

エ  障害年金

48年度末における障害年金の受給権者数は約12万人で,前年度に比べて9%増加している。

オ  遺族年金

48年度末における遺族年金の受給権者数は約63万人で,前年度に比べて9%増加している。

カ  障害手当金

48年度における障害手当金の受給者数は398人で,受給者1人当たりの平均受給額は33万4,984円である。

キ  脱退手当金
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48年度における脱退手当金の受給者数は8万873人で,毎年度減少傾向を示している。受給者1人当たりの
平均受給額は4万9,292円である。

(4)  年金給付の業務

保険給付の裁定・支払業務は,脱退手当金を除き,社会保険庁において電子計算組織を活用して集中処理さ
れている。

年金は,毎年2月,5月,8月及び11月の4期(通算老齢年金及び特例老齢年金は6月と12月の2期)にそれぞれの
前月分までを社会保険庁から受給者の指定した銀行の預金口座又は郵便局へ直接送金することによって
支払われている。 

(5)  財政

厚生年金保険の運営に要する経費は,保険給付に要する経費と事業運営に要する事務費に大別される。前
者は,主として保険料と積立金から生じる利子収入によって賄われるが,更に20%の国庫負担がある。後者
は,その全額を国庫負担により賄われている(第3-1-11表参照)。

第3-1-11表 厚生年金保険収支状況

(6)  福祉施設
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厚生年金保険においては,本来の保険給付のほか,被保険者,被保険者であった者及び年金受給権者の福祉の
増進を図ることを目的として,次の福祉施設を設けている。

ア 厚生年金病院9か所

イ 厚生年金会館5か所

ウ 厚生年金総合老人ホーム1か所

エ 厚生年金老人ホーム31か所

オ 厚生年金スポーツセンター3か所

(7)  厚生年金基金

厚生年金基金は,政府管掌の厚生年金保険の老齢年金及び通算老齢年金のうち,報酬比例部分の一部を代行
し,併せて,これを上回わる年金給付を行うことを目的として,企業等の事業主の発意により,厚生大臣の認
可を受けて設立される特別法人である。

基金は,加入員規模1,000人以上の企業又は合わせて1,000人以上となっているいくつかの企業が共同して
設立することができるが,その企業等の労使の合意が必要とされており,49年7月1日現在では,902基金,506
万人を超える加入員を擁するに至っている。

基金設立の態様をみると,902基金のうち,単独企業による単独設立が392基金で43.5%を占め,親企業と子
企業という二以上の関連企業による連合設立が,303基金で33.6%,同種同業の多数の中小企業による総合
設立が207基金,22.9%となっている。

母体企業の業態別状況は,第3-1-12表のとおり機械器具製造業,卸売・小売業等が多い。

第3-1-12表 企業業態別厚生年金基金設立状況(49年7月1日現在)
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加入員規模別にみると,5,000人未満の基金が68.2%,5,000人以上の基金は31.8%となっている。なお, 第3-
1-13表のとおり,5,000人以上の基金の占める割合は上昇の傾向を示している。

第3-1-13表 加入員規模別厚生年金基金数の推移

ア  基金の給付

基金が支給する給付には,退職を支給事由とする年金給付と,脱退又は死亡を支給事由とする一時金給付と
がある。

退職を支給事由とする年金給付は代行部分を上回わるものでなければならないが,その算定方式としては,
厚生年金保険の報酬比例部分と同じ計算方式でこれにより手厚い給付を行うもの(代行型),この方式によ
るものに,企業の独自性に応じた特別の額を上積みする方式を加えたもの(加算型)などがあり,第3-1-14
表にみられるとおり,最近加算基金が漸次増加する傾向をみせている。

第3-1-14表 制度設計タイプ別厚生年金基金数の推移
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年金給付の受給権者は,基金制度自体の歴史が浅いためまだ本格化はしていないが,漸次その数を増し,48年
度末では7万人を超えるに至っている。

イ  掛金

基金の掛金の額は完全積立方式を建て前として,各基金ごとに,それぞれの給付に見合った掛金率が定めら
れている。なお,基金が設立された場合,代行部分に見合う免除保険料率(男子1,000分の28,女子1,000分の
24)に相当する保険料は,政府に納付することを免除される。

掛金の額の負担割合は事業主と加入員との折半を原則とするが,基金の設立によって政府に納付すること
を免れる保険料相当額を超える部分については,事業主の負担を増すことができることになっている。 

ウ  標準給与

基金の給付及び掛金の計算の基礎となる標準給与の決定方法等については,厚生年金保険の標準報酬の例
によることを原則としている。

エ  財政

基金の運営に要する経費は,年金給付に要する経費(年金経理)と基金の事業運営に要する経費(業務経理)に
大別される。

年金給付に要する経費は,掛金,利子収入及び年金給付に対する国庫負担(基金の年金給付のうち,厚生年金
保険の報酬比例部分に見合う部分に対して政府管掌に見合った国庫負担が行われる。)で賄われ,基金の事
業運営に要する経費は,事務費掛金として全額事業主が負担するのが通例とされている。

なお,基金は,給付を将来とも賄うことができる適正な掛金が確保されているかどうかを検証し,必要な措置
を講ずるため,設立後3年を経過した年度末に第1回目の財政再計算を行い,以後5年日毎に財政再計算を行
わなければならないことになっている。 

オ  厚生年金基金連合会

基金は,その中途脱退者について,1か月でも加入員期間があれば年金給付を支給しなければならないが,こ
のような短期加入者(通常10年未満)に対する年金の支給を目的として,基金からその者の年金給付の現価
相当額の移管を受け,これによって承継した中途脱退者の年金給付の支給を主たる業務とするのが厚生年
金基金連合会である。

49年7月現在までの中途脱退者数及び現価相当額は,それぞれ413万人及び597億円である。
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4  船員保険(年金部門)

(1)  年金給付の概要

船員保険の年金部門の給付には,老齢年金,通算老齢年金,特例老齢年金,障害年金及び遺族年金の各種年金
と,障害手当金,障害差額一時金,障害年金差額一時金,遺族一時金,遺族年金差額一時金,行方不明手当金及び
脱退手当金があり,更に従前の規定によって支給されるものとして,寡婦(かん夫)年金と遺児年金がある。

これら年金部門の給付のうち,その主なものの給付状況は,次のとおりである(第3-1-15表 及び第3-1-16
表参照)。

第3-1-15表 船員保険年金受給権者数及び給付額の推移

第3-1-16表 船員保険年金種類別1人当たり平均年金額(月額)の推移
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ア  老齢年金

48年度末における老齢年金の受給権者数は,前年度末に比べると約10%の増加である。

一方,1人当たりの平均年金額は給付改善によって年々増加し,特に48年11月の法改正によって前年度に比
べ,約2.3倍の増加となっている。

イ  障害年金

48年度末における障害年金の受給権者数は,職務外の事由によるもの,職務上の事由によるもの,ともに,前
年度に比べ大きな動きはないが,受給権者1人当りの平均年金額は,給付改善によって,職務外の事由による
ものにおいて約2.4倍,職務上の事由によるものにおいて約1.9倍の増加となっている。 

ウ  遺族年金

48年度末における遺族年金の受給権者数は,前年度末に比べ,職務外の事由によるものは約11%,職務上の
事由によるものは約3%増加している。

また,受給権者1人当たりの平均年金額は給付改善によって,職務外の事由によるものにおいて約2.3倍,職務
上の事由によるものにおいて約1.9倍の増加となっている。 

(2)  年金給付の支払

年金は,厚生年金と同じ方法により支払われている。
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5  石炭鉱業年金基金

石炭鉱業年金基金は,石炭鉱業労働者の老齢又は死亡について給付を行い,これによって石炭鉱業労働者の
生活の安定と福祉の向上に寄与し,併せて石炭鉱業労働者の雇用の安定確保に資することを目的として,42
年10月2日に発足した。石炭鉱業の事業主が基金の会員(48年度末現在会員数24)となり,前年の出炭量に
応じて掛金(1トン当たり40円)を全額負担し,坑内員,坑外員(48年度末現在坑内員数2万4,864人,坑外員数
5,825人)の受ける給付が,厚生年金保険の老齢年金にプラス・アルファとして上積みされる点に,この制度
の特色がある。

基金設立後5年を経て給付の始まった47年には財政の再計算が行われ,その際併せて給付の改善も行われ
た(48年度末現在受給権者数,坑内員老齢年金1,959人,坑外員老齢年金920人)。
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6  農業者年金基金

農業者年金制度は,国民年金制度に上積みして農業自営者の老後の生活を保障するとともに農業経営の近
代化に資するという農政上の要請に応えるため,国民年金の基礎の上に付加される年金制度として,農業者
年金基金法に基づき創設された制度で,その事業主体として45年10月1日,特殊法人農業者年金基金が発足
した。基金は,農業者年金事業のほか,離農給付金支給事業,農地売買事業,農地取得のための融資事業も
行っている。

農業者年金の被保険者については,0.5ヘクタール(道南を除く北海道にあっては2ヘクタール)以上の農業
経営主が当然加入,0.3ヘクタール以上0.5ヘクタール末満(道南を除く北海道にあっては1ヘクタール以上2
ヘクタール未満)の農業経営主が任意加入とされている。給付としては,20年以上の保険料納付と経営移譲
を要件として60歳から支給される経営移譲年金,20年以上の保険料納付を要件とし経営移譲の有無にかか
わらず65歳から支給される農業者老齢年金,3年以上保険料を納付したが年金に結びつかなかった場合に
支給される脱退一時金及び死亡一時金がある。

農業者年金の被保険者数は,48年度末現在約106万5,000人となっている。49年1月から一時金給付が開始
され,48年度末現在における支給件数は,脱退一時金8件,死亡一時金11件となっている。支給額はいずれも
3万円である。なお,経営移譲年金については51年1月から,農業者老齢年金については56年1月から支給が
開始される。
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1  年金積立金の現状

厚生年金保険及び国民年金の積立金は,48年度末では9兆6,413億円に達している。両年金制度における積
立金の累積状況は 第3-1-17表のとおりである。

第3-1-17表 厚生年金保険及び国民年金の秘立金累積状況
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2  年金積立金の運用の概要

厚生年金保険及び国民年金の積立金は,法律に基づいて資金運用部に預託され,郵便貯金を始め他の政府の
特別会計の積立金,余裕金とともに,国の財政投融資計画を通じて一元的に管理運用されている。

財政投融資は,国の管理するさまざまの資金を,各般の分野に長期かつ低利で融通するもので,最近では住宅
建設や,上・下水道,ごみ・し尿処理等の生活環境施設整備等国民生活に密着した部門,あるいは中小企業等
に対する金融に重点が置かれている。49年度における財政投融資計画(当初計画)は7兆9,234億円で,政府
の一般会計歳出予算額(当初)17兆994億円に比べると46.3%,おおよそ歳出予算の半分に相当する。

財政投融資の原資見込(当初計画)は第3-1-3図のとおりで,資金運用部資金はその総額の82.4%を占め,また
資金運用部資金のうち厚生年金保険及び国民年金の預託額は1兆8,300億円であり,資金運用部資金の
26.6%を占めている。

第3-1-3図 財政投融資原資見込(49年度当初計画)

年金積立金の運用については,それが被保険者から拠出された保険料の集積であることにかんがみ,財政投
融資計画においては,特に郵便貯金等の他の政府資金と区別して「年金資金等」としてその使途別分類表
を作成し,国民生活の安定向上に直接役立つ分野に重点的に運用するようにしている。
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財政投融資計画における年金資金等の使途については,被保険者の福祉増進に直接役立つという考え方に
立って(1)住宅,(2)生活環境整備及び(3)厚生福祉施設の分野(いわゆる(1)～(3)分類)にその3分の2程度を,ま
た国民生活の安定向上に直接役立つ(1)住宅,(2)生活環境整備,(3)厚生福祉施設,(4)文教施設,(5)中小企業及
び(6)農林漁業の分野(いわゆる(1)～(6)分類)にその85%程度を配分することを目途とし,残余についても,
国民生活の安定向上の基盤となる(7)国土保全,災害復旧,(8)道路,(9)運輸通信及び(10)地域開発の分野に配
分することとしている。この割合は,36年度よりいわゆる(1)～(6)分類に75%程度を配分することを目途
としていたが,48年度より福祉還元の充実を一層図るため(1)～(3)分類ないし(1)～(6)分類への配分率を高
めることとしたものである。

また,このうち,特に,毎年度新規預託金増加見込額の3分の1相当額(47年度までは4分の1相当額)を,還元融
資として,保険料の拠出者等の生活の向上,福祉の増進に直接寄与する対象分野に対し,運用することとして
いる。

49年度の財政投融資使途別分類表は第3-1-18表のとおりである。

第3-1-18表 財政投融資使途別分類表(49年度)
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3  年金積立金の還元融資

年金積立金の還元融資は,年金積立金が主として被保険者の拠出した保険料の集積であることにかんがみ,
その運用に当たって,保険料拠出者等の生活の向上,福祉の増進に直接寄与する分野に配分する制度であ
る。

この還元融資の形態としては,特殊法人である年金福祉事業団を通じて行う民間事業等への貸付け,都道府
県や市町村に対して特別地方債という形で行う地方公共団体貸付け及び医療金融公庫等のその他の機関
を通じて行う貸付けとがある。

48年度における還元融資の資金計画は第3-1-19表のとおりであるが,主要な部分を占める年金福祉事業団
及び特別地方債の概要は,次のとおりである。

第3-1-19表 年金積立金還元融資資金計画
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(1)  年金福祉事業団

ア  住宅,療養施設及び厚生福祉施設に対する貸付け

厚生年金保険の適用事業主,船舶所有者,中小企業協同組合,消費生活協同組合,健康保険組合,国民健康保険
組合,厚生年金基金,日本赤十字社,社会福祉法人等に対し,これらの者が,被保険者等の福祉を増進するため,
住宅療養施設又は厚生福祉施設(休養施設,体育施設,教養文化施設等)を設置又は整備する場合に融資され
る。
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利率は,大企業事業主(事業主又は船舶所有者で資本の額又は出資の総額が1億円(卸売業は3,000万円,小売
業,サービス業は1,000万円)を超え,かつ,常時使用する被保険者数が300人(卸売業は100人,小売業,サービス
業は50人,鉱業は1,000人)を超えるものをいう。)については年8%,中小企業主その他の法人については年
7.5%であるが,特に被保険者が組織する団体等が建設する分譲住宅の資金融資に1ついては年5.5%とされ
ている。事業計画額は830億円が予定されている。 

イ  被保険者住宅資金貸付け

被保険者住宅資金貸付制度は,厚生年金保険等の被保険者に対して直接還元融資の利益を及ぼすため,公的
年金制度である各種共済組合が実施している組合員住宅資金貸付けと同内容の住宅資金貸付けを行おう
とするもので,48年度から実施したものである。この制度は,1)厚生年金保険及び船員保険の場合にあって
は,事業主等を通ずる転貸方式により被保険者に融資することを原則としており,この場合,被保険者は被保
険者期間に応じて最高350万円まで融資を受けられる。事業主等に対する貸付利率は,年6.95%とし,事業
主等より被保険者に対する貸付金利は6.95%以下である。2)国民年金の場合にあっては,住宅金融公庫を
通じて被保険者に融資することとしており,その場合の貸付金額は50万円,貸付利率は年6.95%である。事
業計画額としては全体で725億円が予定されている。 

ウ  大規模年金保養基地の設置

大規模年金保養基地は,人口の老齢化が急速に進行するなかで,年金生活に入った勤労者に対して,健康増
進,勤労,教養,住居等の保養施設を総合的に整備し,これらの人々が老後生活を通じ単に余生を送るという
だけでなく,生きがいのある有意義な生活を送るための場を提供するとともに,勤労者や青少年層の健康増
進,日常生活における緊張の緩和,増大する余暇の有効にして健全な利用等に資する場をも提供することを
目的として整備しようとするものである。

48年度において3か所を選定し,49年度においては新たに3か所を選定することを予定しており,あわせて6
か所の事業計画額として200億円,資金計画額として132億円を見込んでいる。また1か所の規模としては
土地330ヘクタール(100万坪),投下資金200億円を予定している。 

エ  年金担保貸付け

厚生年金保険,船員保険及び国民年金の年金受給権者に対し,その受給権を担保とし小口資金の貸付けを行
おうとするもので,50年10月を実施の目途としている。 

(2)  特別地方債

特別地方債は,都道府県,市町村等の地方公共団体が,厚生年金保険,船員保険又は国民年金の被保険者等を
中心とした地域住民の福祉向上に直接役立つ施設を整備しようとする場合に行われる融資である。融資
対象施設は,住宅(1)厚生年金保険又は船員保険の適用を受ける事業主又は船舶所有者に賃貸するために地
方公共団体が建設する従業員住宅,2)老人専用居室を整備する資金を地方公共団体が貸し付ける事業,3)下
水道が完備している地域で既設の便所を水洗式に改造する資金を市町村が貸し付ける事業),病院,厚生福祉
施設(国民宿舎等の休養施設,体育施設,会館,保育所などの社会福祉施設等),一般廃棄物処理施設(し尿処理,
ごみ処理施設等),簡易水道,上水道施設等である。利率は年7.5%である。

年金福祉事業団及び特別地方債の48年度における融資の申請及び決定の状況は第3-1-20表 及び第3-1-21
表のとおりである。

第3-1-20表 年金福祉事業団の申請状況及び決定状況(48年度)
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第3-1-21表 特別地方債の申請状況及び決定状況(48年度)
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生活保護制度は,憲法25条の理念に基づき,何らかの原因で貧困に陥り,自分の力では生計を維持できない者
に対して,国の責任において,健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに,あわせてその自立を助長
することを目的とする制度である。

近年,年金等の所得保障制度の充実が著しいが,このような情勢の中にあって生活保護制度は国民生活の最
終的なより所として,なお大きな役割を期待されている。

最近の経済社会の変動には著しいものがあるが,これは生活保護制度にもさまざまな影響を与えている。

第1に,国民の消費生活の著しい高度化があげられる。これに対しては,国民の消費生活水準と被保護階層
のそれとの格差を縮少させる方向で,逐年,保護基準の引上げが行われている。

第2に,国民の生活様式,'家族意識の急激な変化があげられるが,これに対しては,制度の運用面から毎年改善
が図られている。

第3に,経済の発展に伴い,過剰労働力の吸収が行われ保護の対象者は傷病者,老人などハンディキャップを
負っている者が大部分を占めるに至っており医療扶助の占める比重が著しく増大する一方,これらの人々
の処遇をいかに行うかが重要な課題となっている。

最後に,最近の経済変動,即ち石油危機を契機とした48年秋以降における急激な物価の上昇は,生活保護世帯
の家計を著しく圧迫するところとなったが,被保護者の生活を確保するべく,48年10月における異例の保護
基準の年度内再改正,48年12月及び49年3月における特別一時金の支給という3回にわたる特別措置を講
じ,49年4月の20%の基準改定に続いて,6月には更に6%の年度内再改正を行うなど有事即応の態勢が経済
激動期の生活保護のあるべき姿として,示された。
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1  生活保護基準の意義

生活保護基準は,国がすべての国民に対し保障すべき「健康で文化的な最低限度の生活水準」を具体的に
示すものであり,生活保護制度を実際に運用するにあたって,個々の国民が最低限度の生活需要が満たされ
ているか否かを判定する尺度となるものである。

この基準は厚生大臣が定めることとされているが,基準を設定する際は,一般国民の生活実態に対応し,か
つ,被保護者の年齢,性,世帯人員,所在地域等のもろもろの事情を十分考慮し,常に合理性,妥当性が確保され
るようにしている。
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2  生活保護基準改定の概要

49年度の生活保護基準については,4月に生活扶助基準を始めとして種々の改定を行った。

その改定の概要は次のとおりである。

(1)  生活扶助基準

生活扶助基準(基準生活費)については,対前年度比20%の引上げを行った。これは従来と同様,国民生活の
動向を考慮しつつ,一般世帯と被保護世帯との消費水準の格差を縮小する観点から,予想される一般世帯の
消費水準の伸びを上回る引上げを行ったものである。

この引上げによって,1級地(大都市及びその周辺地域)における標準4人世帯の生活扶助基準額ば月額6万
690円となり,48年度の5万575円に対し,1万115円の増額となった。この額は,35年度の6.8倍となっている
(第3-2-1表参照)。

第3-2-1表 生活扶助基準額の年次推移(標準4人世帯,1級地)

また,入院患者日用品費については,48年度では一般病6,600円,精神病6,270円となっていたが,両方とも
7,920円以内に引き上げ,従来行われてきた一般病と精神病との格差を撤廃することとした。

このほか,人工栄養費については,48年度の3,290円から4,090円に引き上げるとともに,従来人工栄養依存率
を乗じていた算定方式を改めて20%以上人工栄養に依存する者について定額で支給することに改めた。
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更に,一時扶助関係では,入学準備金が小学校入学時の場合48年度の1万1,000円から1万5,000円に,中学校
入学時の場合1万2,000円から1万8,000円にそれぞれ引き上げられたほか,布団,おむつ,家具什器についても
所要の引上げが行われた。

以上のほかに,妊産婦加算,在宅患者加算,障害者加算における介護料等についても,それぞれ所要の改善を
行った。

(2)  教育扶助基準

教科外活動の活発化,学用品の値上り等に対応するとともに,一般世帯の児童・生徒の教育費支出の増大に
対応し小,中学校平均で18%の引上げを行った。

これを小学校3年生についてみると48年度の660円から810円に,中学校1年生では1,680円から1,860円にそ
れぞれ引き上げられた。

また,中学校については,従来男女差を設けていたところであるが,今回この男女差を撤廃した。

(3)  住宅扶助基準

被保護世帯が支払っている家賃の額を考慮し,一般基準額を48年度の4,500円から5,500円に引き上げた。

なお,家賃,間代等の額がこの一般基準額を超える場合には,別に定める特別基準が適用されることとなって
いる。

(4)  出産扶助基準

出産扶助基準については,出産に要する経費の実態にかんがみ,施設分べんの場合の特別基準を改定し,一定
の条件のもとに最高6万円迄支給できることとした。 

(5)  葬祭扶助基準

葬祭に要する費用の実態に対応して,基準額を48年度の1万6,000円以内から2万2,000円以内に引き上げ
た。

また,地域の実態によって大人と小人の区別をしない場合は大人の基準額を支給することができることに
改めた。

(6)  動労控除

基礎控除については,業種別基礎控除を事務員,店員等の職種の場合で48年度の6,080円から7,300円に引き
上げるとともに,基礎控除の最高額を9,730円から1万1,320円に引き上げた。

また特別控除についても所要の改定が行われたほか,未成年者控除について48年度の2,000円から4,000円
に引き上げられた。
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第2節  生活保護基準
3  最低生活保障水準

49年度の保護基準による最低生活保障水準の例を示すと第3-2-2表のとおりであり,標準4人世帯の場合1級地7万6,730円,4級地
で5万6,156円となる。また,70歳以上老人2人世帯及び1人世帯の場合は1級地でそれぞれ5万944円,3万1,210円,4級地でそれぞれ
3万8,151円,2万2,379円となる。

第3-2-2表 最低生活保障水準の具体的事例
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第2節  生活保護基準
4  生活保護基準の再改定

49年4月1日における生活保護基準の改定の状況は以上のとおりであるが,49年度については,6月1日から
生活扶助基準について更に6%の引上げを行った。これにより,49年6月1日以降は,対前年度当初比26%の
基準改定を行ったことになる。

これは,最近における消費者物価の動向等が被保護世帯に与える影響を考慮し,特別措置として行ったもの
である。

この引上げによって,1級地標準4人世帯の生活扶助基準額は,月額6万3,725円となり,49年度当初の6万690
円に対し3,035円の増額となった。
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第3節  保護施設

生活保護法に基づく保護施設には,救護施設,更生施設,医療保護施設,授産施設及び宿所提供施設の5種類が
ある。しかし,生活扶助は,被保護者の居宅において行うことを基本としており,これが困難なとき,又ば被
保護者が希望したときのみにおいて適当な施設を利用することとなっている。

保護施設の総数は,48年10月1日現在357施設であり,救護施設を除き,漸減傾向にある(第3-2-3表 参照)。

第3-2-3表 保護設数の推移

これは国民の所得水準の向上,安定等により施設において保護を要する者が減少していること,及び老人福
祉法,身体障害者福祉法等による諸施設の拡充整備により,保護施設が他種の社会福祉施設に転換され,これ
まで保護施設に収容されていた者が他施設に移っていったことによる。

一方,救護施設は,身体上又は精神上著しい欠陥があり一人では日常生活ができない要保護者を収容する施
設であり,この施設が次第に増加しているのは,身体障害者更生援護施設や精神薄弱者援護施設の整備が立
ち遅れており,また,複合障害者のための適切な施設が制度化されていないことなどのため,これらの者が救
護施設に入所する場合が比較的多いことによっているとみられる。

国は,保護費の負担と同様,都道府県及び市町村が支弁した保護施設の運営費の10分の8を負担する義務が
あり,49年度においては,46億9,OOO万円が予算に計上されている。
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1  被保護階層の質的変化

近年における保護の動向をみると,貧困階層に大きな構造変化があり,いわば貧困階層の質的変化が進行し
ているということができる。即ち高齢者,傷病,障害者など社会的ハンディキャップを有する階層が次第に
増大し,それが被保護階層全体のうち大きなウェイトを占めるに至っている。このような傾向は今後も一
層進行するものと予想されるところがら,生活保護行政の運用に当たってはこれらの動向を踏まえた上で
より適切な対応策を構じていくことが要請されている。
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2  被保護世帯,人員及び保護率

生活保護を受けている世帯数,人員は48年度平均で70万世帯,135万人であり,人口1,000人当たりの被保護
人員(以下「保護率(%0)」という。)は12・4人である(地域別の保護率の状況は,第3-2-1図のとおりであ
る。)。

第3-2-1図 地域別にみた保護率(48年度)
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これを前年度と比較してみると,世帯数で7,000世帯,人員にして3万5,000人の減少となり,保護率では
0.5%0の低下となっている。次にこれらについて推移を見ると,世帯数は32年の58万世帯を最低として以
後微増傾向を続けてきたが,48年度においてはその傾向も停滞をみせている。

また,人員については38年度の174万人をピークに減少傾向を続け,47年度に一時増加に転じたものの48年
度に入って再び減少傾向を続けている(第3-2-2図参照)。

第3-2-2図 被保護世帯及び人員の推移

また,地域別にこの動きを見ると一部大都市及びその周辺地域では,なお増加傾向にあるものの世帯の増加
傾向の停滞及び人員の減少傾向は全国的な傾向となっている。
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3  保護の種類別人員

保護の種類別人員を見ると48年度平均で生活扶助114万4,000人,住宅扶助66万7,000人,教育扶助23万
4,000人,医療扶助76万3,000人,その他の扶助5,000人となっている。これらの近年の動向を見ると,生活扶
助人員,住宅扶助人員及び教育扶助人員とも減少している。なかでも教育扶助人員は急激な減少傾向をた
どっているが,これは被保護世帯における学齢児の減少をそのまま反映しているといえる。

一方,医療扶助人員の動向をみると,26年度以降ほぼ一貫して増加してきたが,48年度においてはその増加
傾向は停滞を示している(第3-2-3図参照)。

第3-2-3図 保護の種類別人員の推移

医療扶助人員の内訳を見ると,入院人員は36年に結核予防法,精神衛生法の改正によりこれら制度への患者
の移し替えが行われ,一時的には減少したが39年度以降再び増加に転じ,その後一貫して増加を続け,47年
度にはその数も21万人に達したが48年度では前年度に比べ約7,000人の減少を示した。

入院外人員も33年度以降大幅に増加しており48年度で56万人に達した。この入院外人員の増加が医療扶
助人員の増勢に拍車をかけているものとみられる。

次に医療扶助人員を病類別に見ると,結核患者は年々減少し,48年度においては2万8,000人,医療扶助人員
全体の3.7%とその比重は極めて低下した。

これに対し,精神病患者は年々増加し,48年度は医療扶助人員全体の16.2%,12万3,000人に達している。特
に精神病による入院患者は110万上7,000人と医療扶助による入院患者の53.8%を占め,しかも精神病入院
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患者全体のほほ4割が医療扶助受給者という高率を示している。このように被保護精神病患者の増加は著
しいが,精神病患者の総数も逐年増加してきており,医療扶助の面も含めて全体としての対応策の策定が急
がれよう(第3-2-4図参照)。

第3-2-4図 医療扶助人員の推移
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4  保護の開始原因

48年度中に保護を開始した世帯ば20万2,000世帯,人員にして38万9,000人である。これを開始理由別に見
ると傷病を理由とするものが77%を越え最も多く年々増加傾向を示しており,稼働収入の理由によるもの
をはるかに上回っている。前述の保護の種類別人員において医療扶助人員の全体に占める割合が増大し
ていることと考えあわせても傷病と貧困の強い相関が注目される。
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5  世帯類型,世帯人員の構造及び就業状況

被保護世帯の世帯類型を見ると冒頭にも述べたとおり,社会生活を営む上でハンディキャップを有し単に
経済給付だけではなく各種の社会的援護を必要とする高齢者世帯,母子世帯,傷病・障害者世帯が48年度は
85%を占めている。この割合は,42年度の70%に比べ極めて高くなっているが,とりわけ傷病・障害者世帯
は33%から44%に顕著な増加を示している(第3-2-5図参照)。

第3-2-5図 世帯類型別世帯数の構成割合の推移

次に世帯人員の推移をみると1世帯当たりの平均人員は35年度の3.0人から年々減少し,48年度には2人を
割るに至った。被保護世帯人員が減少しているのは,核家族化の進行という一般的傾向によるもののほか
単身世帯,高齢,母子世帯等の少人数世帯が多く占めている結果と考えられる(第3-2-6図参照)。

第3-2-6図 世帯人員別世帯数の構成割合の推移
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次に被保護人員を年齢階級別の構成割合で見ると15歳未満の幼年齢層や40歳以上の中高年齢層が多く,こ
れに対し15～39歳の青年層は著しく少い。

特に60歳以上の高年齢層の被保護人員総数に占める割合をみると35年度には15%であったものが,幼年齢
層・青年層の減少もあって48年度には30%にまで増加している。この増加は一般人口構成における60歳
以上の人口の増加割合を上回わっており,今後の動向が注目される。次に被保護世帯の就業状況を見ると
稼働世帯の減少が著しい。特に世帯主が働いて保護を受けている世帯の割合は,35年度で39%を占めてい
たが48年度には18%に減少している。この傾向と同じように世帯員が働いて保護を受けている世帯も35
年度の16%から48年度は8%と減少している。

こうした傾向は高齢者世帯,傷病・障害者世帯の増加傾向とあいまって今後ますます顕著になるものとみ
られる( 第3-2-7図及び第3-2-8図参照)。

第3-2-7図 一般人口と被保護人員の年齢階級別構成割合の推移

第3-2-8図 労働力類型別世帯数構成割合の推移
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第1節  児童手当の概要

児童手当制度は,児童を養育している者に対して児童手当という現金給付を行うことによって、児童養育
費の家計に与える負担を軽減して家庭生活の安定を図るとともに,次代の社会を担う児童の健全育成と資
質向上に資することを目的としている。

今後において老齢化が予想される我が国の人口構成を考えるとき,現代の児童が大人になったときの社会
的扶養責任は,今日の大人以上に重いものとなるわけであり,児童が十分にその資質を伸ばし,能力を高める
ことが望まれるが,この意味においても,児童手当制度の役割が期待されるところである。

児童手当の支給の対象となる児童は,第3子以降の児童とされている。この児童の範囲は,47年1月の制度発
足当初は5歳末満の児童(42年1月2日以後に生まれた児童)であったが,48年4月からは10歳末満の児童(38
年4月2日以後に生まれた児童)まで拡大され,更に49年4月からは制度が当初予定していた義務教育終了前
の児童にまで拡大された。

このように,児童手当制度は支給対象範囲を段階的に拡大することとしているため,当面その円滑な推進に
主眼を置き,制度改善は段階的実施の完了後に行う予定としていたが,近年の国民の生活水準の向上,消費者
物価の上昇等にかんがみ,49年10月分の児童手当から月額3,000円を4,000円に引き上げることとし,このた
めの改正法案を児童扶養手当法及び特別児童扶養手当法の改正とともに「児童手当法等の一部を改正す
る法律案」として第72回国会に提出した。この法律案は,児童手当法の改正部分については原案どおり国
会において可決され,49年6月22日法律第89号として公布された。
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第2節  児童手当制度の実施状況

48年度における支給状況は,第3-3-1表のとおりである。受給者数は,49年2月末現在で,被用者80万669人,
非被用者100万9,683人,公務員22万1,663人,総数203万2,015人,算定基礎児童数(48年度においては,児童手
当の支給の対象となる10歳未満の第3子以降の児童の数)は,同じくそれぞれ89万9,475人,121万1,053人,24
万2,064人,235万2,592人となっている。支給額は,総計749億8,903万2,000円である。

第3-3-1表 児童手当支給状況(48年度)

受給者数及び算定基礎児童数は,48年2月末現在の数と比べて,総数で,それぞれ73万2,189人(563%増),91万
7,223人(63.9%増)増加している。この大幅な増加の大半は支給対象範囲が5歳未満の児童から10歳未満の
児童に拡大されたことに伴う増加によるものであることはいうまでもないが,近年における第3子以降の児
童の出生数の増加も影響しているものと見られる。なお,支給額も48年度に比し328億1,187万9,000円
(77.8%増)の増額となっている。

算定基礎児童数別の受給者数は,49年2月末現在第3-3-2表のとおりであり,算定基礎児童数が1人の受給者
が全受給者の87.4%と圧倒的に大きな割合を占めているが,48年2月末現在と比べるとその割合はやや低下
している。

第3-3-2表 算定基礎児玉数別受給者数(49年2月末現在)
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これは支給対象範囲の拡大に伴い,従来算定基礎児童数が1人であった受給者が2人以上の算定基礎児童数
を持つようになったためと思われる。なお,受給者1人当たりの算定基礎児童数は,平均1.16人となってい
る。

ここで,48年4月に支給対象範囲が5歳未満の児童から10歳未満の児童へ拡大された際の実施状況を48年6
月末現在でとらえると 第3-3-3表のとおりである。48年6月末現在の算定基礎児童数のうち範囲拡大によ
るものは63万8,784人で,全体の29.3%となっている。拡大分のうちでは,新規認定分が81.4%の多数を占め
ている。

第3-3-3表 48年4月の支給対象範囲の拡大の実施状況(48年6月末現在)

児童手当事業の運営については,厚生保険特別会計の中で行われているが,その収支状況は第3-3-4表 のと
おりである。被用者分については,事業主からの拠出金に国庫負担金を加えて被用者児童手当交付金とし
て,非被用者分については,国庫負担金が非被用者児童手当交付金として,児童手当の支給事務を行っている
市町村に交付しているが,市町村では国からの交付金と都道府県の負担金に市町村自らの負担分を加えて
支給費用としている。その負担割合を示すと次のとおりである。

事業主拠出国庫負担都道府県負担市町村負担

被用者7/102/100.5/100.5/10

非被用者-4/61/61/6

第3-3-4表 児童手当収支状況
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各論
第3編  所得保障の充実
第3章  児童手当制度
第3節  段階的実施の最終段階

児童手当制度は,制度の円滑な発足と的確な実施を期するため,支給対象となる児童の範囲を段階的に拡大
するという,いわゆる段階的実施の方法が取られているが,49年度からは,既に述べたようにその最終段階に
入った。

支給対象となる児童の範囲の拡大に伴い,新たに受給資格を有することとなる者や手当額が増額すること
となる者が生ずるが,このため,48年度において範囲拡大の際にとったと同様の措置を講じた。すなわち,そ
れらの者からの事前請求を49年1月から受け付けることとし,事前請求を行った者については,49年4月分の
児童手当から新たに,あるいは増額された額で支給が受けられるように措置を講じた。そして対象者が漏
れなく事前請求を行うように,市町村における広報活動等を通じて,住民に対してこの措置の周知徹底を十
分行った。

このように支給対象となる児童の範囲が更に拡大されたことから,49年度における受給者数,算定基礎児童
数はいずれもかなり増加する見込みである。市町村支給分である被用者と非被用者については,年度間に
おける平均の算定基礎児童数は242万1,000人で,そのうち範囲拡大に伴うものは23万9,000人と見込まれ
ている。支給額も,範囲拡大のほか手当額の引上げ等により,48年度より相当増加し972億円が予定されて
いる。なお,事業主の拠出金負担は,支給額が相当増加するものの,一方で賃金が大幅に上昇するものと予想
され,また標準報酬等の上下限が引き上げられたことなどもあって,49年度の拠出金率は,48年度と同様の
1,000分の1.2となっている。

所得制限の限度額は,48年6月分から49年5月分までの児童手当については,扶養親族等5人の場合(6人世帯
の場合),47年の年間収入額で268万円であったが,49年6月分の児童手当からは322万円に引き上げられ
た。この引上げによって,所得による支給制限に触れないで児童手当を受けることのできる支給率は,従来
の水準に維持されることとなる。障害者控除等の諸控除の額も,49年6月分の児童手当から引き上げられ
た。

以上のように,児童手当制度は,その適用等の面において所期の目標を達成したが,今後における制度の発展
を図るうえにおいては,この手当が,真に児童の健全育成と資質の向上のために役立てられ,制度の趣旨が活
かされるということが,何にもまして必要なことであろう。
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